





























































































































1 )この点については，宮本憲一編『講座 地域開発と自治体』全 3巻，筑摩書房， 1977 



















帯， (3)コンビナート都市， (4)企業城下町， (5)地場産業都市，の 5タイプに類型化してい


















































「愛媛の地域開発と「構造不況』一好対照の今治と新居浜J (自治体問題研究所制. JiiI 
掲書(注 2))の新居浜市。造船業については，村上雅康『造船工業地域の研究一相生
・因島両地区の場合』大明堂.1973年，田浦良也「地域経済と失業問題一造船不況下の佐
世保市J. Ii都市問題J 69巻10号. 1978年10月，等を参照。
8 )蔦川正義「テクノポリス構想、は地域開発かJ. Ii日本の科学者.n19巻10号. 1984年10月，
10ページ。
9 )坂野光俊「巨大企業と地域・自治体J. Ii地方財政研究所所報J 5号. 1984年11月 3
ページ。
10)柴坦和夫・金子勝「日本の国家独占資本主義と支配構造のメカニズ、ムJ(柴垣他編「講



































































10 経 営 と 経 済
は，長崎市深堀と香焼町間79万m2 (当初76.8万m2) の海面埋立による工業用





























































































400 m X 100 m X 14 . 5 













































































































代前半の僅か 5年間に，鉱数105→33と7割の炭鉱が閉山し，雇用者は 2万人から 5千
人強にまで激減した。比較的大手の多い西彼炭田でも，同期間に 9→ 6と， tの炭鉱が閉
山した。現在では北松炭田は皆減，西彼炭田でも高島，池島の 2炭鉱を残すのみである。




6 )長崎県の人口は1950年代から社会減をはじめているが. 1950-→55年. 1955→60年，
196か→65年の各減少率は. 3.6%. 6.2%. 12.0%と，社会減の速度を高めてきた(Ii長
崎県の人口』各年度)。






8 )長崎県長崎港開発総局「長崎外港計画のあらまし(改訂版).11968年 1月 6ページ。
9 )志村，前掲論文(注 3). 611-612ページ。





















































転 勤 メ口入 計
地元県 その他 長崎県 全国
人 % 人 % 人 % 人 % % % 
年 29才以下 871 99.1 149 96.8 1，512 56.5 2，532 68.2 34.2 41.2 
重菱
齢 30 - 50才 8 0.9 5 3.2 909 34.0 922 24.9 45.7 43.2 
思Ij 50才以上 256 9.6 256 6.9 20.1 15.6 
工
焼牙上ミ1 職B業Ij 
ホワイトカラー 54 6.1 40 26.0 295 11.0 389 10.5 15.9 19.9 
ブルー・カラー 825 93.9 114 74.0 2，382 89.0 3，321 89.5 84.1 80.1 
工
場 879 100.0 154 100.0 2，677 100.0 3，710 100.0 100.0 100.0 
メ口入
(計%) 23.7 4.2 72.2 100.0 
年 29才以下 5631 61.7 66 90.4 52 26.1 681 57.5 34.2 41.2 
大 荷台 30 - 50才 348 38.1 4 5.5 135 67.8 487 41.1 45.7 43.2 
島 別 50才以上 2 0.2 3 4.1 12 6.0 17 1.4 20.1 15.6 
1、旦&. 
職別業
ホワイト・カラー 145 15.9 31 42.5 73 36.7 249 21.0 15.9 19.9 
自白
フリレー・カラー 768 84.1 42 57.5 126 63.3 936 79.0 84.1 80.1 
所
913 100.0 73 100.0 199 100.0 1，185 100.0 100.0 100.0 
ム口、



























か? 表 3によれば，香焼工場と同関連企業を合せた従業者総数は. 1974年
表 3 大企業進出による就労状況
X 従業者総数 香焼町在住者 ((b a ) 三長(参崎菱考(重造c ) 工・ ((b C ) 企業数 船所( a ) ( b) 
1974 9 5，840人 316人 5.4% 16，754人 1.9% 


















一三?下ど 1960 1965 1970 1975 1980 
人 口 8，936 4，598 4，774 5，506 5，455 
世 帯 数 2，117 1，213 1，346 1，636 1，707 
数 3，062 100.0 1，610 100.0 2，022 100.0 2，381 100.0 2，295 100.0 
車窓 数 3，031 98.4 1，513 94.0 1，926 95.3 2，163 90.8 2，177 94.9 
第 l次産業 152 5.0 179 11.1 47 2.3 46 1.9 47 2.0 
戸134 
106 3.5 134 8.3 15 0.7 2 0.1 O O 
就
漁業水産業 46 1.5 45 2.8 32 1.6 44 1.8 47 2.0 
1動 第 2次産業 2，048 66.9 747 46.4 1，041 51. 5 1，072 45.0 992 43.2 
業
鉱 業 1，130 36.9 51 3.2 8 0.4 1 0.0 1 0.0 
建設業 306 10.0 271 16.8 403 19~9 404 17.0 564 24.6 
力 者
製造業 612 20.0 425 26.4 630 31. 2 667 28.0 427 18.6 
第 3次産業 801 26.2 587 36.5 837 41.4 1，035 43.5 1，138 49.6 
人 卸小売業 262 8.6 231 14.3 308 15.2 438 18.4 478 20.8 
人 金融保険業 14 0.5 12 0.7 25 1.2 43 1.8 47 2.0 
運輸通信業 125 4.1 95 5.9 149 7.4 135 5.7 128 5.6 
口 障気ガス水道業 12 0.4 9 0.6 8 0.4 7 0.3 22 1.0 
口 サービス業 340 11.1 183 11.4 238 11.8 320 13.4 366 15.9 
/ι丈‘I 務 60 2.0 57 3.5 108 5.3 82 3.4 97 4.2 
分類不能 1 0.0 10 0.4 





























~一\三 1974 1975 1976 1977 1978 
会企業協力
従業員数 ( 人 ) 477 318 288 252 211 
(指 数) 100.0 66.7 60.4 52.8 44.2 
出荷額(百万円) 1，197 826 737 673 562 
(指 数)・ 100.0 69.0 61.6 56.2 47.0 
( 4杜) 出荷額依存度(%) 77.9 73.5 71.1 69.1 61.3 
下加 従業員数( 人 ) 615 564 521 487 280 
工 (指 数) 100.0 91.7 84.7 79.2 45.5 
請外注 出荷額(百万円) 5，182 3，651 3，206 2，699 1，560 
(指 数) 100.0 70.5 61.9 52.1 30.1 
( 3社) 出荷額依存度(%) 79.3 73.0 63.0 59.7 50.0 
下菱両円
構内 生産額(指数) 100.0 83.1 58.2 85.3 62.6 
構外 生産額(指数) 100.0 102.4 75.0 77.6 52.5 
(注) (1) I指数」は， 1974年の数値を100.0とした時の各年の計数。
(2) I三菱下請」は，三菱重工長崎造船所全体分。




hと:香焼町 大島町事業(a所)数うち(b新)規寸(Eb了) 従業(c者)数うち(d新)規」(EcL) 事業(e所)数うち(f新)規 」(leL) 
農 林水産業 ム l 皆;成% ム 11 皆j成% 1 0% 
鉱 業
建 さ両1FL 業 46 42 91.3 289 230 79.6 36 15 41.6 
製 1、S主主 業 24 17 70.8 3，789 3，507 92.6 29 16 55.1 
却小売業 104 25 24.0 360 179 49.7 174 100 57.4 
金融保険業 1 ム 2 ム200.0 6 3 50.0 9 l 11.1 
不動産業 3 2 66.7 3 2 66.7 2 1 50.0 
運輸通信業 10 10.0 192 152 79.2 11 4 36.4 
電気・ガス・水道業 4 2 50.0 16 7 43.8 
サービス業 53 22 41.5 392 241 61.5 77 29 37.6 



















































































人 貝 総 収 入 額 総所得額 平均年収入
④ @ の @/④=(3 
1，073人 3，107，984千円 2，088，061千円 2，897千円
530 823，816 483，902 1，554 
五十 1，603 3，931，800 2，571，963 2，452 
(そ2)営の業他百・事伴業者 I 女男
154 16，998 260，274 110 
92 4，686 78，001 51 
百十 246 21，684 338，275 88 
208 292，134 170，160 1，404 
159 126，794 55，274 797 
日十 367 418，928 225，434 1，141 
(1)+(百2十)+(3) 1，435 3，417，116 2，518，495 2，381 
781 955，296 617，177 1，223 
メ口入 五十 2，216 4，372，412 3，135，672 1，973 
生 活保護者 260世帯 260，462 




















の/③=③ 8/12 ⑮/12 比較
1，946千円 241千円 162千円 38.6t，長 1.9人 1.6 
913 130 76 39.0 0.2 1.8 
1，604 204 134 38.8 1.4 1.6 
1，690 9 141 43.5 2.3 1.2 
848 4 71 49.7 0.6 1.3 
1，375 7 115 45.8 1.7 1.2 
818 117 68 67.0 0.6 1.2 
348 66 89 66.2 0.2 0.7 
614 95 51 66.6 0.4 1.0 
1，755 198 146 43.2 1.8 1.5 
790 102 66 45.8 0.3 1.5 
1，415 164 118 44.2 1.2 1.5 
1，002 84 56.6 1.4 1.0 
















































日60 I 69 I 75 I 81 活指数 附 I69 I 75 I 81 若指数
農水産林業
1 
皆i'r.t 11 皆;域(0.7) (l. 5) 
鉱 業
4 1.093 
( 2.6) (46.8) 
建設業
4 4 
(9.8lg)(18.456 ) 11.5 
288 59 289 4.9 
(2.6) (2.9) (12.3) (8.0) (2.9 (5.7) 
製造業 10 
8 }1 25 3.1 52428256，8.78734 ，789 13.4 (6.4) (5.8) (7.6) (10.0) (22.5) (38.3) (86.5) (74.2) 
1[1小売業 86 79 98 104 1.3 193 




12 3 3 
(0.16 ) 2.0 (2.6) (2.2) (0.4) (0.5) (0.4) (0.0) 
不動産業
2 
(1.23 ) 3.0 
l 3 3 3.0 
(0.7) ( 1.1) (0.1) (0.0) (0.1) 
運通信業輸
10 9 7 10 
1.1 
79 40 104 192 4.8 
(6.4) (6.5) (3.8) (4.0) (3.4) (5.4) (1. 5) (3.8) 
電水気道・ガ業ス 2 4 2.0 
9 6 16 1.8 (0.6) (1.4) (0.5) (1.6) (1. 2) (0.1) (0.3) 
サービス 373140)53  ) 1.7 144 
151 284 392 2.6 
業 (23.1) (22.5) (21.7) (21.3 ( 6 . 2) (20. 5) (4.2) (7.7) 
ノι丈」、白 務 N N 
3 3 N N 66 65 ( 1.6) ( 1.2) (1.0) 0.3) 
ム口、 日十
156 138 184 249 
1.8 
2.333 737 6，792 5，105 6.9 
000.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 





















































前掲表 3によれば，香焼町在住の従業者は， 1974→82年の聞に， 316 (指数
100.0 )→235人 (74.4)と，一見すると減員率は小さい。しかし，翌83年に


































7〉¥¥A三関菱連及事・ぴ業香所焼 B香焼町 C長崎県 A A 資源(1)B C 活用度
①事 業所数 10 13 3，014 76.9% 0.3% 
②従業者数(人) 3，815 3，839 77，028 99.4 5.0 28.2 
③現金給与総額(百万円) 13，420 13，480 191，350 99.6 7.0 39.9 
④付加価値額(百万円) 37，370 37，500 414，180 99.7 9.0 51.4 
⑤製造品出荷額(百万円) 142，500 142，700 1，002，840 99.9 14.2 回三一
⑥ 敷地面積 (ha) 146 147 831 99.3 17.6 
⑦水道使用量(m'/l日) 1，500 21，000 7.1 

























































(2)工場立地後の問題がある。(1)では， (a)ハッパの振動による民家の損傷， (b) 
水際線に立地していた魚加工(イリコ)製造業者の干場の消滅及びトラック
による土砂粉塵による製品の品質低下， (c)海浜消滅による子供の遊び場等の













































































5 )長崎県「長崎市・香焼町特定地域振興診断報告書J 1980年 3月. 218-221ページ。














































13) 田浦良也「地域経済と失業問題J，i"都市問題.JJ69巻10号， 1978年10月， 43ページ。


































悶， 1976年 2篇I章，同「独占体と地域開発一地域独占論をめぐって一J (儀我壮一
郎編『経営経済学の基本問題』ミネルヴァ書房， 1979年)，に詳しい。
24) 香焼町総務課『香焼町ハンドブック J (1982年版)， 5 -8ページ。
25) 香焼町史編纂委員会編「香焼町史J 1982年， 70-71ページ。
26) r連載インタビュー 坂井孟一郎町長に聞く 長崎・香焼民主町政の32年(1)J，i"暮
























































































































































2 )重森暁「地方自治における公務労働の意義j，Ii都市問題.n73巻12号， 1982年12月， 32 
日ン











『財政学概論』岩波書庖， 1963年， 5章 l節，同 r地域の政治と経済』自治体研究社，
1976年 3部，池上惇「地方財政論』同文館， 1979年，参照。


































よぐ!1960 61 62 63 64 65 6 67 68 69 70 
①普決通算会額計(千歳円出) 
73，834 84，816 91，201 14，286 169，439 160，585 245，283 138，474 13，740 157，020 356，245 
②同上当町民(l人 8.4 8.9 11.1 14.5 33.9 33.4 49.3 26.9 26.1 30.7 67.4 
り千円)
③標準財政(規千模円)37，587 45，226 51，61 57，385 65，142 67，325 64，590 67，708 73，223 85，735 12，485 
④向上当町民(l人 4.3 4.7 6.3 7.3 13.0 14.0 13.0 13.1 14.3 16.8 21.3 
り千円)
⑤地方税構成比 46.5 19.3 26.0 16.0 20.2 9.9 43.8 7.9 32.0 17.8 19.5 
%) 
⑥地構方交成付比税(%) 3.9 21.4 33.5 45.6 44.0 59.0 20.2 37.4 37.8 36.8 18.8 
⑦一般構財成源比 (%) 50.4 40.7 59.5 61.6 64.2 68.9 64.2 45.3 70.2 55.1 38.5 
⑧経常収支比(率%) 52.7 119.1 124.7 135.5 103.3 102.1 25.3 110.0 67.9 90.5 72.4 
@実質収支比(率%) 76.3 12.3 ム44.6 ム81.4ム111.7ム106.9 6.9 1.7 4.8 7.0 7.6 
⑪財政力指数 0.86 0.61 0.56 0.48 0.40 0.40 0.34 0.31 0.30 0.29 0.34 
⑪公債費比率 6.4 3.2 2.9 4.5 4.9 5.1 5.3 5.1 4.6 4.1 4.3 
%) 





























































































48 経 営 と 経 消
かし他方で，計画の立図した企業誘致もある程度進んでいた8) これらの判官







図 3 第 2次長崎外港計画の概要因
(長崎市)
。にコ













































































1 )土肥秀一「大企業の横暴と闘った民主町政J，i'住民と自治.11151号， 1975年12月， 30 
ページ，中里喜照「香焼島』晩聾社， 1977年， 77-80ページ。
2 ) もっともこれに先立ち，炭鉱の斜陽化につれて1961年から経常収支比率が既に 100%
を超え，経常経費を経常一般財源でまかなえず，固からの特別交付税など臨時一般財源
で補填せざるをえない事態に突入している(表10)。
3 )田尻宗昭「海と乱開発』岩波新書， 1983年， 139ページの坂井町長の発言。






7 )町村合併の実態と意味については，品恭彦編「町村合併と農村の変貌』有斐|羽， 1958 
年，古岡健次「地方自治と地方財政』新日本出版社， 1973年， 4 I吉，など参照。




発展の担t~、手としての主導的な役割を WJ侍する J (U-長崎県開発計画.!]1971年.12ページ)
としている C ここには. 60年代半ばにはられた泣船業への師mとその是正の視点は後退
し，むしろその育成策が主張されていることに注目した L、。
10) 坂本忠次氏は，高度成長の特に60年代に顕現した都市合併を次の 4つに知明化されて






11) 合併問題への町当局と住民，議只，職只などの対応、については，中里. fiH白書u主1). 
104-110ページ，参照。
12) 香焼町地域計画委員会「長崎外治における重工業地域形成に伴う否焼町地域計画」杏
焼町. 1970年 9月. 9-11ページ。もっとも，このアンケート調査は無作為抽出ではな
し祝察参加者のみに対するものであったので，町民全体の意思をそのまま反映してい
るとは言い難い側面をもっている。しかし，町民全体を対象とした香焼町地域計画委員
会のランダム調査(1970年 4月)によっても，合併について反対J 70.0%. r賛成」
10.5%と，圧倒的多数の町民が長崎市との合併に反対していたのである。調査・学習活
動の「成果」が，たんに視察の参加者だけではなし彼らから町民全体へと波及してい
ったことが知られょっ。
(以下，次号につづく)
